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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも２つであって断面が正方形又は長方形の中空コア基本モード導波路に光学的
に結合された中空コアマルチモード導波路を包含する中空コアマルチモード干渉（ＭＭＩ
）装置であって、
（ａ）前記中空コア基本モード導波路は、前記少なくとも２つの中空コア基本モード導波
路を通って伝搬する２つ又はそれ以上のビームの間の相対位相を変更するための手段を含
み、及び
（ｂ）前記２つ又はそれ以上のビームの間の相対位相を変更するための手段は、前記中空
コア基本モード導波路の１つ又はそれ以上の部分の幅方向の両側壁を歪み無しで幅方法に
直線的に移動させるための手段を含み、前記２つ又はそれ以上のビーム間の前記位相を相
対変更する
ことを特徴とする中空コアマルチモード干渉（ＭＭＩ）装置。
【請求項２】
　前記中空コアの導波路の内面が、反射材料からなる少なくとも１つの層によって被覆さ
れたことを特徴とする請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記装置が半導体材料で形成されたことを特徴とする請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　前記装置がシリコンで形成されたことを特徴とする請求項３に記載の装置。
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【請求項５】
　前記中空コア基本モード導波路の１つ又はそれ以上の部分の幅方向の両側壁を歪み無し
で幅方法に直線的に移動させるための手段が、マイクロ電子機械的（ＭＥＭＳ）作動手段
を含むことを特徴とする請求項１から４のいずれか１つに記載の装置。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれか１つに記載の装置の少なくとも１つを含む放射線経路指定装
置。
【請求項７】
　前記中空コア基本モード導波路の１つ又はそれ以上の部分の幅方向の両側壁を歪み無し
で幅方向に直線的に移動させるための手段が、外力を加えることによって前記中空コア基
本モード導波路の幅を変化させることができるように配置されたことを特徴とする請求項
１から４のいずれか１つに記載の装置。
【請求項８】
　中空コアＭＭＩビーム・スプリッタに光学的に結合された少なくとも１つの基本モード
の中空コア入力導波路を含み、前記中空コアＭＭＩビームスプリッタが、断面が正方形又
は長方形の２つ又はそれ以上の基本モードの中空コアリレー導波路を介して 2つ又はそれ
以上の基本モードの中空コア出力導波路を有する中空コアＭＭＩビーム再結合器に光学的
に結合されており
　前記基本モードの中空コアリレー導波路が、該中空コアリレー導波路を通り伝搬する２
つ又はそれ以上のビーム間の相対位相を変更させるための手段を含み、それにより、前記
２つ又はそれ以上の基本モードの中空コア出力導波路のいずれか１つに、前記基本モード
の中空コア入力導波路から受信された放射線を選択的に経路指定することができ、
　前記２つ又はそれ以上のビーム間の前記相対位相を変更するための手段が、前記基本モ
ードの中空コアリレー導波路の１つ又はそれ以上の部分の幅方向の両側壁を歪み無しで幅
方向に直線的に移動させるための手段を含むことを特徴とする、
中空コア光ルータ。
【請求項９】
　複数の中空コア入力／出力基本モード導波路と、断面が正方形又は長方形の複数の基本
モードの中空コアリレー導波路とに、光学的に結合される中空コアマルチモード導波路領
域を含み、
　前記複数の中空コア入力／出力基本モード導波路の１つを介し、かつ、前記中空コアマ
ルチモード導波路領域のモード分散を介して放射線ビームを受信し、該受信されたビーム
を前記基本モードの中空コアリレー導波路に結合される複数のビームに分割するように構
成されており、
　前記基本モードの中空コアリレー導波路は前記複数のビーム間の相対位相を変更するた
めの手段を含み、かつ、前記基本モードの中空コアリレー導波路の各々が反射手段で終了
しており、それにより、前記中空コアマルチモード導波路領域に放射線が戻され、戻され
たビームの前記相対位相に依存して、前記放射線が前記中空コア入力／出力基本モード導
波路のいずれか１つに経路指定されるようになった中空コア光ルータであって、
　前記複数のビーム間の前記相対位相を変更するための前記手段が、前記基本モードの中
空コアリレー導波路の１つ又はそれ以上の部分の幅方向の両側壁を歪み無しで幅方向に直
線的に移動させるための手段を含むことを特徴とする、
中空コア光ルータ。
【請求項１０】
　断面が正方形又は長方形の中空コア基本モード導波路を含む光位相シフタであって、
　中空コア基本モード導波路が、前記中空コア基本モード導波路を通って伝搬されるビー
ムの位相シフトをなすための手段を含み、
　前記位相シフトをなすための手段が、前記中空コア基本モード導波路の１つ又はそれ以
上の部分の幅方向の両側壁を歪み無しで幅方法に直線的に移動させるための手段を含み、
前記位相シフトをなす
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ことを特徴とする光位相シフタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マルチモード干渉（ＭＭＩ）装置に関し、特に、１つ又はそれ以上のマルチ
モード干渉装置を組み込んだ光経路指定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　米国特許第５４１０６２５号には、ビームを分割し再結合するためのマルチモード干渉
（ＭＭＩ）装置が記載されている。この装置は、第１結合導波路と、中央のマルチモード
導波路領域に光学的に接続される２つ又はそれ以上の第２結合導波路とを含む。結合導波
路は基本モードにおいてのみ動作し、かつ、中央のマルチモード導波路領域内のモード分
散が第１結合導波路に入力された光の単一ビームを提供して２つ又はそれ以上の第２結合
導波路に分割されるように、結合及びマルチモード導波路の領域に対する物理的特性が選
択される。この装置を、逆にビーム再結合器として動作させてもよい。
【０００３】
　米国特許第５４１０６２５号の基本となるＭＭＩ装置に対する変形及び改良もまた、公
知である。米国特許第５３７９３５４号には、入力放射線を分割して異なる強度を有する
出力ビームにする多路ビーム・スプリッタを得るために、入力導波路位置の変形を使用す
ることが記載されている。ＭＭＩ装置を用いてレーザ空洞を形成することもまた示されて
おり、例えば、米国特許第５６７５６０３号を参照されたい。
【０００４】
　米国特許第５４２６９８号には、中空及び中実コアの光学装置を組み込んだ様々な単一
経路指定装置が記載されている。こうした装置の１つにおいて、ＭＭＩのビーム・スプリ
ッタ装置の出力は、１組のリレー導波路を介してＭＭＩのビーム再結合器装置の入力部に
光学的に接続される。この配置は、ＭＭＩのビーム・スプリッタへの単一レーザビームの
入力がリレー導波路を通って伝搬する際に、光に対して異なる組の位相シフトを適用する
ことによって、そのＭＭＩのビーム再結合器の出力導波路のいずれか１つ又はそれ以上に
、それを送信することができるようにしたものである。単一ＭＭＩ装置がビーム・スプリ
ッタ及びビーム再結合器のいずれでも動作するように構成される、いわゆる「星形カプラ
」装置もまた、記載されている。
【０００５】
　米国特許第５４２８６９８号は、反射型又は透過型の位相シフト手段を用いてリレー導
波路を通り伝搬する光に対し必要とされる相対位相シフトを導入する方法を教示する。中
空コア装置においては、透過型の位相シフト手段（典型的には、電気光学変調器）がリレ
ー導波路を規定する中空チャネルに位置する。リレー導波路の経路長さを変更する可動ミ
ラーを組み込むことにより反射型の位相シフト手段として動作する中空コアのリレー導波
路を用いることもまた、記載されている。
【０００６】
　透過型の位相シフト手段を組み込んだ中空コアの単一経路指定装置による不都合な点は
、透過型の位相シフト要素により取り扱うことができる光出力によって、装置を通すこと
ができる光出力全体が制限されることである。米国特許第５４２８６９８号に記載された
ような反射型の位相シフタを組み込んだ単一経路指定装置もまた、ある種の不都合な点を
有する。例えば、リレー導波路に伝搬するビームの重複が必須であり、装置の効率全体を
減少させる漏話を導入することになる。ミラー位置の位置合せ及びミラー動作の正確な制
御もまた重要であり、位置合せエラーのいずれもがリレー導波路における光損失を相当程
度増加させ、それにより、経路指定装置の効率全体を減少させる。
【発明の開示】
【０００７】
　本発明の第１態様によれば、中空コアマルチモード干渉（ＭＭＩ）装置は、少なくとも



(4) JP 5274748 B2 2013.8.28

10

20

30

40

50

２つの基本モードの導波路に光学的に結合されたマルチモード導波路を含み、該装置は、
少なくとも２つの基本モード導波路の１つ又はそれ以上の部分の内部断面寸法を変化させ
るための手段を含むことを特徴とする。
　本発明のＭＭＩ装置における基本モード導波路の断面寸法の変化は、基本モード導波路
の一定の長さを光が通過する際に、光の位相を制御するのに便利な手段を提供する。この
位相シフトは、導波路の断面寸法の変化が導波路の基本モードの波長（すなわち位相定数
）を変更することによって発生する。必要とされる位相シフトを与えるのに必要な変化量
は、以下で図５を参照してより詳細に記載される。
【０００８】
　一例として、ビーム・スプリッタとして動作するＭＭＩ装置を考察する。単一入射ビー
ムは、マルチモード導波路領域におけるモード分散によってＮ個の（Ｎ≧２）ビームに分
割されることになり、これらビームの各々は、基本モード導波路に結合されることになる
。次に、１つ又はそれ以上の基本モード導波路の断面寸法の変化は、位相差が基本モード
導波路の各々を通り伝搬するＮビーム間に導入されることを可能にする。同様に、ＭＭＩ
のＮ‐ビーム再結合器においては、マルチモード領域における再結合に先立ちビームの相
対位相を制御することが可能になる。
　本発明のＭＭＩ装置を用いて製造された光学装置（ルータ、スイッチなど）は、透過型
の位相シフト要素を包含することを必要としない。このことは、操作されるべきより高い
光出力を使用可能にする。従前には、ミラー動作が基本モード導波路の経路長さを効果的
に変更した光学レイアウトに配置された高性能の反射型ミラーを用いて、可動ミラーの位
相シフタが実装された。角度の反射率が、本来的には、ほぼ通常の入射反射率より高いこ
とに注視すると、高性能の反射型ミラー付きの表面を提供するための要件は、本発明によ
って克服されることになる。さらに、本発明は、可動ミラーの位相シフトすることを実行
する従来技術に開示された特定光学レイアウトを必要としない。
【０００９】
　基本モード導波路の内部断面寸法の変化は、種々の方法で達成することができる。図１
及び図３を参照して記載されている実施例においては、光はｚ軸に沿って、断面が実質的
に正方形の基本モード導波路を通り伝搬する。したがって、導波路の断面はｘ‐ｙ面にあ
り、ｙ軸方向における側壁移動（すなわち、導波路の幅を変えること）が、導波路の断面
寸法を変化させることになる。代替的又は付加的に、導波路の寸法は、ｘ軸方向において
変化させられることになる（すなわち、導波路の高さが変更されることになる）。
　中空コアの光導波路構造が生成される場合には、中空コアは空気で満たされやすいこと
に注意すべきである。この点でコアの屈折率は、したがって、大気圧及び温度（すなわち
ｎ＝１）における空気の屈折率であると仮定される。しかしながら、このことは、決して
本発明の範囲を限定するものとして理解されるべきではない。中空コアは、流体（例えば
、窒素などの不活性ガス）のいかなるものも含むことができ、また、真空とすることもで
きる。中空コアという用語は、単に、いかなる固体物質も存在しないコアを意味する。
【００１０】
　基本モード導波路の少なくとも１つは、実質的に断面が正方形を有することが好都合で
ある。実質的に断面が正方形という用語は、ある程度の側壁移動を有するものでも約正方
形である導波路を含むように解釈されるべきである。以下で図１及び図３を参照して記載
されるように、１つ又はそれ以上の中空コアの実質的に正方形の基本モード導波路は、材
料の底部に及びそこに配置された蓋に形成されることになる。中空導波路は側壁を有して
おり、これら側壁の１つ又は両方を可動にし、導波路の断面寸法（例えば、幅）の変更を
可能にすることができる。
【００１１】
　実質的に正方形の導波路は、製造を容易にするのには好ましいが、当業者であれば、本
発明が（例えば、ｖ形状、長方形、円形、楕円などの）いかなる形状の基本モード導波路
を用いても、実行することができるということを理解するであろう。
　中空コアの導波路の内面は、反射材料で被覆されるのが便利である。
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【００１２】
　（その内容を引用によりここに組み入れる）ＷＯ０３／０６５０８８号に記載されるよ
うに、中空コアの導波路を形成する表面にもまた反射用被覆を適用し、動作波長における
反射率を増大させて装置に関連する光損失を減少させることができる。
【００１３】
　中空コアの導波路は、例えばシリコン又はＧａＡｓ、ＩｎＧａＡｓ、ＡｌＧａＡｓ又は
ＩｎＳｂのようなＩＩＩ‐Ｖの半導体材料などの半導体材料で形成されることが便利であ
る。半導体材料は、ウェハ形態で提供することができる。好都合なことには、装置は半導
体マイクロ製造技術を用いて形成される。こうしたマイクロ製造技術が３ｍｍより小さい
、又はより好ましくは１ｍｍより小さい断面を有する基本モード導波路を提供することが
好ましい。
　様々な方法で装置を製造できることに注目すべきである。導波路を単体の材料部品で形
成することができ、それらを２つの別個の（底と蓋のような）材料部品から形成すること
ができ、又は、それらを複数の異なる材料部品（例えば、共に位置するときに必要とされ
る基本モード及びマルチモード導波路領域を規定する別個の材料部分）から形成すること
ができる。
【００１４】
　前記基本モード導波路の部分に対する断面寸法を変化させるための手段は、マイクロ電
子機械的・システム（ＭＥＭＳ）の作動手段を含むことが好都合である。
　例えば、導波路は、ＭＥＭＳ技術を用いて可動となる側壁を含むことができる。導波路
の可動部分は基板の一体化部分として形成されるか、又は別個に製造されハイブリッド様
式で一体化されるかして導波路の可動部分を形成することができる。底と蓋とから形成さ
れる装置の場合には、ＭＥＭＳ手段は、蓋部分に形成され、蓋をする処理の間に底と一体
化されることになる。
　或いは、基本モード導波路の部分の内部断面寸法を変化させるための手段は、基本モー
ド導波路の寸法が外部から加えられた力に応答して可変となるように、配置することがで
きる。このように、外力を用いて基本モード導波路の内部断面寸法を変更する運動又は変
位センサを提供することができる。
【００１５】
　本発明の第２態様によれば、放射線を経路指定するための装置は、本発明の第１態様に
よる装置の少なくとも１つを含む。
　本発明の第３の態様によれば、光ルータは、ＭＭＩのビーム・スプリッタに光学的に結
合される少なくとも１つの基本モード入力導波路を含み、そのＭＭＩのビーム・スプリッ
タはまた、２つ又はそれ以上のリレー導波路を介して、２つ又はそれ以上の基本モード出
力導波路を有するＭＭＩのビーム再結合器に光学的に結合され、そこで、リレー導波路は
、そのリレー導波路を通り伝搬する２つ又はそれ以上のビーム間の相対位相を変更するた
めの手段を含み、それにより、２つ又はそれ以上の基本モード出力導波路のいずれか１つ
に、基本モード入力導波路から受信された放射線を選択可能に経路指定することができる
ようにし、その２つ又はそれ以上のビーム間の相対位相を変更するための手段が、リレー
導波路の１つ又はそれ以上の部分の断面寸法を変更するための手段を含むことを特徴とす
る。
【００１６】
　本発明の第４の態様によれば、光ルータは、複数の入力／出力基本モード導波路と複数
のリレー導波路とに光学的に結合されるマルチモード導波路領域を含み、そのルータは、
複数の入力／出力基本モード導波路の１つを介し、かつ、マルチモード導波路領域のモー
ド分散を介した放射線ビームを受信し、その受信されたビームをそのリレー導波路に結合
される複数のビームに分割するように構成されており、そこでは、リレー導波路は複数の
ビーム間の相対位相を変更するための手段を含み、かつ、リレー導波路の各々が反射手段
で終了し、それにより、マルチモード導波路領域に放射線が戻され、戻されたビームの相
対位相に依存して、放射線が入力／出力基本モード導波路のいずれか１つに対して経路指
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定されるようにし、複数のビーム間の相対位相を変更するための手段が、リレー導波路の
１つ又はそれ以上の部分の断面寸法を変化させるための手段を含むことを特徴とする。
【００１７】
　本発明の第５の実施形態によれば、光位相シフタは中空コア光導波路を含み、その光位
相シフタが中空コアの光導波路の部分の内部断面寸法を変化させるための手段を含むこと
に特徴がある。光位相シフタは、ＭＭＩ装置において又は位相シフト機能が求められる光
学装置のいずれにおいても用いることができる。
　本発明は、ここで、以下の図面を参照して実施例のみによって記載される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　図１を参照すると、本発明による光経路指定装置２が示される。光経路指定装置２は、
マルチモード干渉（ＭＭＩ）のビーム分割部分４とＭＭＩのビーム再結合部分６とを含む
。
　ビーム分割部分４は、マルチモード導波路領域１０に光学的に結合される基本モードの
入力導波路８を含む。マルチモード導波路領域１０の寸法は、モード分散が入力導波路８
から受信された基本モードのビームを４つの基本モードのリレー導波路１２ａから１２ｄ
（まとめて１２という）の間で実質的に均等に分割されるように、選択される。
【００１９】
　ビーム再結合部分６のマルチモード導波路領域１４は、光を４つの基本モードのリレー
導波路１２の各々から受信する。マルチモード導波路領域１４の寸法は、基本モードの出
力導波路１６ａから１６ｄ（まとめて１６という）のいずれか１つ又はそれ以上において
、リレー導波路から受信された光の相対位相に応じて基本モードを励起することができる
ように、選択される。
　マルチモード領域１０及び１４の必要な寸法ついての詳細な説明は、別に見出すことが
できる、例えば、米国特許第５４２８６９８号を参照されたい。
【００２０】
　リレー導波路からマルチモード導波路領域１４に注入された光の相対位相の制御は、中
空導波路を形成する側壁の１つを移動させ、１つ又はそれ以上のリレー導波路幅（ｄ）を
変化させることによって、達成される。必要とされる位相シフトを与えるのに必要とされ
る側壁移動量の詳細な説明は、図５を参照してさらに詳細に記載される。リレー導波路１
２ｄの拡大図も図１に与えられており、いかにリレー導波路幅をｄ1とｄ2との間で変化さ
せることができるかを表す。
【００２１】
　当業者であれば、図１に示すように側壁の１つが移動させられることになるか、又は、
装置が両側壁の移動を提供するように構成されることになるということを認識するであろ
う。また、当業者によっては、リレー導波路の一部が幅を変化させられることになる一方
で、残りの部分の幅が一定に保たれるか又は異なる量で変化させられることも認識される
であろう。側壁移動によって導入される位相シフトは、側壁移動量と移動される側壁部分
の長さの両方に依存することになり、このことは、以下で図５を参照してさらに詳細に記
載される。このように、リレー導波路における側壁移動量の制御を用いて相対位相シフト
を導入することができ、それにより、基本モードのビームが必要に応じて基本モードの出
力導波路１６のいずれか１つ又はそれ以上に結合される。
【００２２】
　上記したように、リレー導波路幅の変化は、リレー導波路を通り伝搬する光の間に相対
位相シフトを導入する便利な方法を提供する。このように、本発明の装置は、透過型の電
気光学変調器を用いる米国特許第５４２８６９８号に記載された種類のルータに比べ、高
い光出力を操作することができる。さらに、可動ミラーの位相シフト手段を用いることに
ともなうある種の不都合な点（例えば、ビーム交差についての要件及びミラーの位置合せ
精度）もまた、軽減される。
　リレー導波路幅を、上記したように所望の位相シフトを与えるために（例えば、ＭＥＭ
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Ｓアクチュエータを用いて）制御可能に変化させることができる。或いは、導波路の幅を
、外部から加えられる力と結果として生じる測定される位相シフトとによって変化させる
ことができる。このように、外力が用いられ導波路の内部断面寸法を変更する運動又は変
位センサを提供することができる。
【００２３】
　特に、運動及び／又は変位センサ配置は、図１を参照して記載されるが、２つのリレー
導波路及び２つの出力導波路のみを有する種類の装置を用いて、容易に実行されることに
なる。こうした配置において、外力を加えることによりリレー導波路幅を変えることによ
って与えられる位相シフトが用いられ、２つの出力導波路との間の光分割比率を変更する
ことができる。こうした移動検出装置において、（以下で図５を参照して記載されるよう
に）ガイド幅における十分に大きい変化は、結果として出力ガイドの一方から他方（すな
わちＰｉの位相シフト）へと出力ビームの完全な切り替えをもたらす。この切り替え効果
は、光検出器を用いて測定されることになり、装置にこうした光検出器を一体化すること
ができる。多数のＰｉ位相シフトは、出力ビーム／信号のサイクルとして計算されること
になる一方で、２つの出力導波路に向けられた相対出力によってわずかな増加量が測定さ
れることになる。
【００２４】
　図２を参照すると、図１を参照して記載される種類の装置において、ビームの分割及び
ビームの再結合を提供するマルチモード干渉効果の基礎となる基本原理が示される。
　図２ａは、ＭＭＩのビーム分割部分４のマルチモード導波路領域１０に沿う４つの部分
における電磁放射線の横断強度のグラフを表す。入力導波路８を介してマルチモード導波
路領域１０に入る基本モードの入力ビームが、リレー導波路１２に結合される４つの等し
い強度のビームに分割されるということが明らかになる。
【００２５】
　図２ｂ及び２ｃは、リレー導波路１２を通り伝搬する光に加えられる位相シフトの２つ
の異なる組をもつＭＭＩのビーム再結合部分６のマルチモード導波路領域１４に沿う１３
個の位置における電磁放射線の横断強度のグラフを示す。
　図２ｂは、リレー導波路１２によって加えられる位相シフトの第１組が、出力導波路１
６ａに対していかに放射線が経路指定されるようにするかを表す一方で、図２ｃは、位相
シフトの第２組が、出力導波路１６ｂに対していかに放射線を経路指定することになるか
を表す。放射線は、適当な位相シフトを加えることによって出力導波路１６ｃ及び１６ｄ
に対して経路指定されることにもなる。適当な位相シフトに関するより詳細な記載は、米
国特許第５４２８６９８号に見出すことができる。
【００２６】
　図３を参照すると、本発明の星形カプラの経路指定装置２２が示される。装置２２は、
入力／出力導波路２４ａから２４ｄ（まとめて２４という）と、マルチモード導波路領域
２６と、リレー導波路２８ａから２８ｄ（まとめて２８という）とを含む。リレー導波路
２８ａから２８ｄの各々は、可動側壁を有しており、固定ミラー３０ａから３０ｄ（まと
めて３０という）によって終了する。したがって、装置２２は、追加された固定ミラーを
備えた実質的に装置２の半分であることが分る。こうした星形カプラ装置のマルチモード
領域に対して必要とされる寸法の詳細な記載はまた、別に提供される、例えば米国特許第
５４２８６９８号を参照されたい。
【００２７】
　動作中に、放射線は、入力／出力導波路２４のいずれか１つを通りマルチモード導波路
領域２６に入り、マルチモード導波路領域２６におけるモード分散は、放射線がリレー導
波路２８の各々に対して結合される４つの等しい強度のビームに分割されるようにする。
固定ミラー３０による反射の後にリレー導波路の各々によってマルチモード領域に戻され
る基本モードの放射線の相対位相は、リレー導波路幅を変化させることによって制御され
る。必要とされる位相シフトを与えるのに必要とされる側壁移動量の計算は、以下でより
詳細に記載される。
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　ビームが星形カプラ装置におけるリレー導波路を２回（すなわち、ミラーからの反射の
前と後に）通過することに注目すべきである。それゆえに、導波路を通る単一通路によっ
て生成されることになる誘起される位相シフトは、２倍である。図１を参照して記載され
たものと類似する方法でリレー導波路によって与えられる相対位相シフトの適当な選択は
、したがって、出力ビームが入力／出力導波路２４のいずれか１つ又はそれ以上を介して
装置から経路指定されるようにする。
【００２８】
　図４を参照すると、図３を参照して記載される装置のマルチモード導波路領域２６を通
り伝搬する電磁放射線の横断強度のグラフが示される。
　図４ａは、入力／出力導波路２４ｄからのマルチモード導波路領域２６に結合される基
本モードの放射線が、いかにモード分散によって４つの等しい強度のビームに分割される
かを表す。図４ｂ及び４ｃは、適当な相対位相シフトがリレー導波路によって加えられた
後に、その４つの等しい強度のビームのモード分散が、いかに入力／出力導波路２４ｂ又
は２４ａのそれぞれに結合されるような位置にビームを形成することができるかを表す。
また、リレー導波路によって適当な位相シフトを加えることは、入力／出力導波路２４の
いずれか１つ又はそれ以上に対する出力信号を経路指定することができるということに注
目すべきである。
【００２９】
　図１及び図３により４つの通路の分割／再結合機能を提供する装置が示されるが、本発
明は、一般的には、Ｎが２つより多いか又は等しいＮ個の通路の分割／再結合機能を提供
するＭＭＩ装置に適用可能である。Ｎ個の通路の経路指定に必要とされる寸法の詳細は、
別に記載されている、例えば、米国特許第５４２８６９８号又は米国特許第５４１０６２
５号を参照されたい。
　図１及び図３を参照して記載される種類の装置は、様々な公知の半導体マイクロ製造技
術、例えば、フォトリソグラフィ又はディープ・ドライエッチングを用いて、シリコンベ
ースの基板に中空チャネルとして形成されるのが便利である。こうした装置の製造におけ
る使用に適するシリコンベースの基板は、バルクシリコン、シリコン・オン・インシュレ
ータ（ＳＯＩ）、シリコン・オン・グラス（ＳＯＧ）及びシリコン・オン・サファイア（
ＳＯＳ）を含む。或いは、公知のマイクロエンジニアリング技術（例えば、高温エンボス
加工又はレーザ・アブレーション）を用いてウェハ表面に位置するポリマなどの層に中空
チャネルを形成することができる。
【００３０】
　中空チャネルは、マイクロシステム技術（ＭＳＴ）とも言われるマイクロ電子機械的・
システム（ＭＥＭＳ）技術を用いて可動側壁に提供されてもよい。ＭＥＭＳに用いられる
公知の作動機構は、静電、電熱、電磁、圧電、電気歪、磁気歪、バイメタル、形状記憶合
金、化学的及び物理的（機械的）特性を用いるものを含む。ＭＥＭＳ装置の作動技術及び
それに関連する製造技術に関する詳細な記載は、ＣＲＣプレス（Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ）
が１９９７年に出版したＭａｒｃ　Ｍａｄｏｕによる「Ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌ　ｏｆ　
Ｍｉｃｒｏｆａｂｒｉｃａｔｉｏｎ」、ＩＳＢＮ　０‐８４９３‐９４５１‐１に見るこ
とができる。
【００３１】
　特に、可動側壁は、現在のところＭＥＭＳの可動ミラーを提供するのに用いられる技術
を用いて実装されてもよい。例えば、２０００年のＰ．Ｒａｉ‐Ｃｈｏｕｄｈｕｒｙ、Ｓ
ＰＩＥ（ベリンガム）の「ＭＥＭＳ　ａｎｄ　ＭＯＥＭＳ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　ａｎ
ｄ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ」（ＩＳＢＮ　０‐８１９４‐３７１６‐６）及び１９９
８年のＧ．Ｔ．Ａ．Ｋｏｖａｃｓ、ＭｃＧｒａｗ　Ｈｉｌｌ（ニューヨーク）の「Ｍｉｃ
ｒｏｍａｃｈｉｎｅｄ　ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒｓ　ｓｏｕｒｃｅｂｏｏｋ」（ＩＳＢＮ　
０‐０７‐２９０７２２‐３）を参照されたい。公知であるＭＥＭＳの可動ミラーは、ほ
ぼ数ミクロン程度の寸法から数ミリメートルまでの大きさに変化させ、運動量は、深度サ
ブミクロンからほぼ数百ミクロン程度までの範囲で変動する。（以下で図５を参照して記
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載されるように）本発明を実行するのに必要とされる側壁移動量は、こうしたＭＥＭＳ技
術を用いて容易に達成することができる。
【００３２】
　可動側壁区域は、固定側壁部分に一体化して形成されるか又は別個に製造され固定中空
チャネルを規定する基板にハイブリッド法で一体化されてもよいということに注目すべき
である。
　最適な装置性能を保証するためには、可動側壁（すなわち側壁の関連部分）は、その形
状に深刻な歪のいずれをも誘起させることなく直線的に移動可能となるようにすべきであ
る。このことは、直線運動を効果的に強制する適当な懸垂装置、すなわち、所望の運動方
向に順応するが他の（例えば、回転）運動には順応しない装置を有することによって、達
成することができる。適切な懸垂装置は、ねじれを防ぐ高いアスペクト比（すなわち高い
奥行対幅比）のばねを用いるものが提供されることになる。同様に、懸垂要素は、可動壁
に対して適当に寸法付けすることができるため、効果的に、移動が懸垂において完全に適
応され（例えば、さらに一層順応して）、それにより歪を防ぐものである。
【００３３】
　ＷＯ０３／０６５０８８号に記載されるように、反射用被覆は、中空コア導波路を形成
している表面に適用されて反射率を高め、それにより装置に関連した光損失を減少させる
ことができる。
　当業者であれば、光は、多くの方法で図１から図４を参照して記載される装置の基本モ
ード導波路内に結合され、又はそこから出て行くことができるということを理解するであ
ろう。例えば、本発明の光経路指定装置は、光ファイバケーブルを介して他の光構成要素
に結合されることになるか又は引用によりここに組み入れる内容のＷＯ０３／０６５０９
１号で記載された種類の光集積回路の一体化部分を形成することになる。
【００３４】
　図５を参照すると、１０ｍｍ長の基本モード導波路において伝搬している光に対してπ
位相シフトを与えるのに必要とされる側壁移動量が、導波路の幅に対比して示される。
　その導波路の有効屈折率の変化として基本モード導波路幅における変化のいずれも考察
することは可能である。波長λの光について近軸の近似値（すなわち、{λ／２ｗ}2＜＜
１．０）内においては、したがって、導波路幅（∂ｗ）における所与の変化についての基
本モード（ＥＨ11）の位相（∂φ）における変化は、長さがＬで最初の幅がｗの導波路に
ついて、
【数１】

と表すことができる。
　このように、その導波路を通り伝搬している基本モードの放射線に対してπ位相シフト
を与えるための基本モード導波路幅における変化は、以下の数式によって与えられること
になる。

【数２】

【００３５】
　図５ａは、１．５５μｍ波長の光に対するπ位相シフトを長さ１０ｍｍで最大５０μｍ
幅の導波路に提供するのに必要とされる導波路幅における変化と対比して導波路幅をグラ
フ化したものを示す。参照を容易にするために、図５ｂは、最大１０μｍの導波路幅につ
いて図１にグラフ化されたデータの拡大図を提供する。
　このように、図５は、約１０μｍ幅を有する基本モード導波路について、０．１μｍ幅
における変化（すなわち、約１％）が、図１及び図３を参照して記載される種類の光経路
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指定装置を実行するのに必要なπ位相シフトを与えるために必要とされることを示す。こ
のレベルの導波路幅の変化は、ＭＥＭＳ技術を用いて容易に達成することができる。
【００３６】
　実質的に断面が正方形の導波路の側壁移動を上記したが、本発明を、いかなる断面形状
の導波路にも適用することができることに注意すべきである。側壁だけでなく導波路のい
かなる寸法も必要とされる位相シフトを生成するために変更することができることにも注
意すべきである。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本発明による光経路指定装置を示す。
【図２ａ】図１を参照して記載される種類の装置における放射線伝搬を表す。
【図２ｂ】図１を参照して記載される種類の装置における放射線伝搬を表す。
【図２ｃ】図１を参照して記載される種類の装置における放射線伝搬を表す。
【図３】本発明による星形カプラの光経路指定装置を示す。
【図４ａ】図３を参照して記載される種類の装置における放射線伝搬を表す。
【図４ｂ】図３を参照して記載される種類の装置における放射線伝搬を表す。
【図４ｃ】図３を参照して記載される種類の装置における放射線伝搬を表す。
【図５ａ】１０ｍｍ長の基本モード導波路を通り伝搬する１．５５μｍ波長の光に対して
π位相シフトを与えるのに必要とされる導波路の側壁移動量の理論的なグラフを示す。
【図５ｂ】１０ｍｍ長の基本モード導波路を通り伝搬する１．５５μｍ波長の光に対して
π位相シフトを伝えるのに必要とされる導波路の側壁移動量の理論的なグラフを示す。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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